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第２回革新的環境イノベーション戦略検討会 

議事概要 

 

 

日時：令和元年９月 18日（水)15:30～18:00 

場所：内閣府４号館１階 全省庁共用 108会議室 

 

 

 

１． 第 1 回検討会のまとめ 

○本日の議論について 

（事 務 局）第１回検討会における御議論・コメントを集約、更に農林水産分野にお

ける革新的環境イノベーションに関しての説明、技術開発そのものを推進す

るための仕組、最後に前回の御議論を踏まえたとりまとめ（案）を提示させ

ていただく。それぞれのパートで御議論、コメントをいただきたい。 

○委員からのコメント 

（橋本委員）個別議論の３分類は私の認識と異なるため申し上げる。エネルギーの問

題は長い研究歴史がありほとんどのアイディアが出ており、「なぜ達成できて

いないか」のボトルネックを明確にするべきであるというのが、資料２－１ 

「２．個別議論の整理」における②。この②の推進として、③としてゲノム

編集のような新しいサイエンスをエネルギー分野に活用した取組みというの

が重要である、そういう意味で申し上げた。10年程前からＪＳＴのＡＬＣＡ

でやってきたが、荒唐無稽な提案か、過去取り組んだことを知らない焼き直

しがほとんど。過去にない新しいものは難しい。 

 

（山地座長）検討会まとめはコメントを踏まえて表現を変えたもの。議事録自体も残

っているため、取りまとめの中で修正して頂ければ。 

 

（橋本委員）この点、メッセージとして重要と認識している。 

 

２．農林水産分野における環境イノベーションについての提案と議論 

（農林水産省 菱沼義久 技術総括審議官兼農林水産技術会議事務局長）資料３に基

づき説明。 

 

○委員からのコメント 

（山地座長）農林水産分野の重要性を認識した。この分野は多様でありＣＯ２のシン 

クにもなる。エネルギーを使うが、素材や食料等が関与する分野である。 

 

（久間委員）農林水産分野でやるべきことは網羅されているが、２点コメントする。

１）ＧＨＧ総排出量における農林業分野の割合は、日本の場合４％と少ない

が世界全体では 24％。農研機構では水田由来のメタンや家畜由来の一酸化二

窒素の削減技術をすでに開発しており、国内では普及しつつある。国内では

効果は限定的なので、ビジネスに絡めて世界展開したい。２）農林業分野は

光合成によるＣＯ２の吸収と農作物の生産性向上を両立することが可能であ

り、他産業にない特徴を有している。これを大きく伸ばすためには、ＣＯ２

固定能力の高い植物の開発が必要。農作物残渣の利用では、収集と輸送コス
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トが高い点が課題。実現には、分散型エネルギーシステムと連動させる必要

がある。 

 

（森委員） セクターカップリングの可能性について２点お伺いしたい。１）データ

センター。40度くらいの低温排熱があるが、産業プロセスには使えない。農

業・林業は可能性があるのか。２）フードロスの点について可能性は難しい

かもしれないが、何かあれば。 

 

（菱沼局長）セクターカップリングは私達も重要と認識しているので教えて欲しい。

流通も課題である。フードロス、廃棄物が出ない循環型社会を作りたいと考

えている。農業・商業がつながった仕組みが必要。 

 

（橋本委員）サイエンティフィックな世界で最も面白いのが、エリートツリーなどの

技術。メタンを減らす話も面白い。農業の世界は遠いが、同じようなところ

に興味を持っている。放っておくと同じようなことが別々に進められるので

はないか。どうやって繋げていくかは、現場に任せず、国として取り組むべ

き。 

水素製造でも同じ話。電圧変動をどう押さえるかはかなりの技術開発が必要

で経産省プロジェクトとやっていくべき。連携について、この会議体で有効

な方策を示したい。 

 

（小林委員）これも良い・あれも良いは時間が足りない。ＧＨＧガス排出量４％の中

で再エネ、脱炭素化はどのくらいの経済効果が出てくるのか。あるいは出来

ない部分もあると思うが大枠の議論もしつつどこに重きを置くかの方が全体

でわかりやすい。水素製造コスト十分の一などはあるが、全て定量的に、コ

スト的に全体をまとめるプロセスが重要。また今回の資料でＮ２Ｏのインパ

クトについて理解が進んだ。 

 

（柏木委員）ＩＰＣＣ第２次、第３次で、農業は発生源と吸収源の両方持つため注目

された。その意味で、農水省として、北海道をカーボンネガティブアイラン

ドにするとか、大きなテーマで捉えるとわかりやすい。吸収源をどうする

か。間伐材となるとバイオマス利用になるが補助金がないと芳しくないもの

が、民間資金で資金をどれくらい持って行けるのか。 

 

（濱口委員）ＣＯ２の問題は社会実装までもっていかないと解決されない。要素技術

の開発だけでは不十分。規制をどのように改革するか。用水路の水を使った

小型発電機は中小企業が作っているが国内では参入しにくくアジア展開して

いる。もう一つは全体のシステムマネジメントをやらないと、要素だけの議

論に終始するとどこに問題があるかわからない。全体を考慮してエコシステ

ムをきちんと設計する必要がある。 

 

（浅野委員（代理：根本））農業分野のメタンやＮ２Ｏの排出抑制は重要。全体で見る

と分散型電源として太陽電池は低圧なので地産地消向き人口が急速に縮小す

る中で地消できるか懸念。特に農業の平均就業年齢は 66歳、就業者数も減少

している。今後は経営主体が変わり、法人が参入してくることを想定。法人

化した際の距離感が関わってくることを期待。２次、３次産業との連携によ
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る活性化、新技術の導入が進んでいく中で、新しく脱炭素の指標を入れてい

くことが重要。トマト栽培ではオランダでは日本の倍くらいの生産性。大

学、政府との関わりが重要。法人の資金規模が小さい中で研究をどう進めて

いくかは重要。電中研はどちらかというと工学的なアプローチで取り組んで

おり、デジタルトランスフォーメーションや熱利用など複数の技術実証を行

うサンドボックスも重要。 

 

（石塚委員）全体的なコストの俯瞰は大事なこと。ＮＥＤＯはＩＰＣＣ,ＩＥＡ，ＲＩ

ＴＥの試算結果を用い回帰分析を行い、2050年 80％削減のためには 1000兆

円／年の追加コストが世界で必要になると試算した。これからは、誰が、い

つまでに、いくらのコストで、世界全体で温室効果ガス削減できるかを検討

しないといけない。個別議論は重要だが、最終ゴールを見据え、何を優先し

てやっていくかを検討することが重要。また、ＮＥＤＯでの農業分野はＮＡ

ＲＯともスマート農業で既に連携している。今後も久間先生とも連携を進め

ていきたい。 

 

（小林委員）エアコンは今後重要になっていく分野。フッ素系の熱媒は温室効果係数

が非常に高い。 

 

（事 務 局）キガリ改正の対応もあり、フロンは既に冷媒などの研究開発を含めて進

めている。 

 

（菱沼委員）農業分野のＣＯ２削減は世界で見ると 24％あるので貢献していきたい。

農研機構を中心にプラットフォームで融合していくシステムが必要。ゲノム

編集技術では、光合成もあるのでチャレンジしていきたい。吸収源はバイオ

マスも進めていたが流通コストが課題で、補助金に依存している。民間投資

で社会実装までの仕組み作りが重要。社会実装を誰がやっていくかという点

について、研究開発は農研機構、行政はロードマップを作っていく。就業人

数は減っているが法人としてみると施設園芸もある。補助金依存ではなく民

間主導のための社会実装に向けたシステム開発が必要。 

 

（小林委員）ゲノム編集により杉の木でＣＯ２吸収量を３％上げようとしている。農

研機構がアテンドして産官学連携で、この検討会でつながったこともあるの

で、どういう形にするか、情報交換をしたい。 

 

３．イノベーションの仕組み（政策イノベーション）についての提案と議論 

（事 務 局）資料４に基づき、革新的な技術開発を促進するための政策イノベーショ

ンに関する議論のたたき台について説明。 

 

（森本委員）前回検討会でセクターカップリング、システム議論が重要と言及した。

社会実装にセクターカップリングそのものが重要という考え方もある。技術

イノベーションを連鎖的に進めないと脱炭素は難しい。ＥＳＧなどのメリッ

トになる仕組みや資金供給が必要。各省庁連携で情報共有し、橋渡しという

取組みはすでにやられている。なかなか社会実装まで見通している感じでは

ない。イノベーションが途中で止まらないようにするためには、技術シーズ

とニーズのマッチングを常に意識する必要。その方法として、地域をイノベ
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ーションの場として着目することが重要。地域循環共生圏は脱炭素化にフォ

ーカスしたもの。技術についてはすでに言われているものだが、問題はどの

ように組み併せるか、社会とどのようにつなげるか。居住空間に着目したも

のとしては、エネルギーを消費する施設でありながら、同時にエネルギーを

生み出す場にしてＩｏＴで制御する。地域エネルギー会社の将来像。地域の

エネルギーをどのように供給するかに加え、モビリティとの融合をどう考え

るか。セクターに分けられないものもあり、例えばテレワークをどうするか

といった際に自治体が進めて集約化するというような話があったが、どのよ

うに組み合わせるかが重要。技術シーズとニーズのマッチングのためにはフ

ィールドがあってリアルなイメージを持って進めることが重要。継続的にす

るためには経営者の意識も重要。社会実装のためのモチベーションを保つ仕

組みが必要で、脱炭素経営が必要。経営でスタンスを持ってもらうことが技

術開発の持続性・継続性のためには必要。技術シーズ・ニーズのマッチン

グ、エクササイズするための地域活用、企業の環境経営を支えて全体として

生態系を作ることが重要。システムパッケージを日本で構築すること、海外

の取組が本当に動いているということを見るという点において日本の技術は

優れている。日本の技術の売りになる。 

 

○委員からのコメント 

（橋本委員）2050年は先の話ではない。エネルギー関連の技術は社会実装に時間がか

かる。10年で基礎から応用フェーズへの移行が必要。1970 年代のサンシャイ

ン計画が良い事例。レビューし、今までの研究で上手くいかなかったボトル

ネックを洗い出すべき。最低一つ具体的な事例をやるべき。例えば、ソーラ

ー水素・人工光合成は今もアクティブに研究されている分野。ソーラー水素

は東芝が始めたが限定的。電圧変動の中での運用というテクニカルな話と、

高分子電解質というサイエンティフィックな話があり、触媒がまだまだ重要

である。なぜ限定的かは調べればすぐわかる。一つの事例として例えば今言

った２件について徹底的に調べて何がボトルネックかを出して、他の技術も

同じように調べる。焦点絞って事例を出すことが重要なのではないか。ぜひ

検討していただきたい。 

各省連携、長期的に取組むことは持続的な開発をどうするかということ。異

論があるかもしれないが、拠点整備ということは長期間だとほとんど上手く

いかないと感じている。みんなが集まって出来れば良いがそうはならず持ち

寄り形式になる。持続性をどうするかは資金がいろいろなステージで切れ目

なく続くこと。良い成果に対して最後まで研究資金が続くことを見せること

が重要。 

ＪＳＴの経験から言うと、エネルギー分野の研究開発に民間投資はほとんど

なく、国のお金を取りたいという逆の考え方。リスクが高く民間から長期的

にお金を誘導することは難しい。カーボンリサイクルファンドは異なるメカ

ニズム。投資をするメカニズムがどんどん進めば変わるのかもしれない。単

に民間に資金を出すように言っても出てこない。過去の事例を学んだ上で同

じ轍を踏まないのが大切。 

 

（濱口委員）技術開発して実装化することをやっているが地方自治体の参画がないと

動かない事例が多い。ＡＩ開発も時間が掛かっている。実装化には典型例を
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つくらないといけない。農村地や中小の都市部など、地域特性に合わせてい

くつかの場をつくらないと、技術ができてもすぐ 2050 年になってしまう。 

 

（石田委員）資料２－１の４．に記載のある「イノベーション」は一般的に書かれて

いる。「社会システムのイノベーション」を考えないとうまくいかない。そう

いうニュアンスを入れて欲しい。農水省のご発表で勉強させて頂き、交通イ

ンフラと共通性を多く感じた。１つは、輸送は大きな課題。産業の活動と関

係しない交通はあり得ない。２つはストックが非常に多い。実験都市をつく

ることは良いが歴史の上に立って進めることになる。社会システムの考え方

が重要。農業も都市政策も強靱化・安全保障も対応策への考え方。現状研究

開発はミティゲーションが中心だが、アダプテーションが社会システムのイ

ノベーションとして重要ということを記載頂きたい。交通分野はその中でも

ＣＡＳＥ、ＭａａＳなど今あるストックを上手に使いこなそうとしている。

実験をどのように継続して大規模にしていくかは重要。日本のスマートシテ

ィ、スーパーシティで実験していくということをやっているが、予算が小さ

く人々の感覚や経営者への影響など、目に見える効果が出てくるかというと

現段階では不安。その点も積極的は提言を頂ければ。 

 

（石塚委員）資料４の I．３について、ＮＥＤＯでは、若手研究者の維持強化のため

に、若手グラントで 1500名程度の研究者を支援してきた。追跡調査の結果、

中核の研究者に育ったこと、企業との共同研究につながったことを確認して

いる。平成 23年度から新規採択が止まっているが、ＮＥＤＯとしても経産省

と相談しながら、研究者の層を維持・強化する制度について検討していると

ころ。資料４の III．１について、環境エネルギー分野のベンチャー企業支

援仕組み作りも経産省と相談しながら進めている。具体的には「戦略的省エ

ネルギー技術革新プログラム」の表彰制度をＮＥＤＯ内で横展開する形を検

討している。「褒めて育てる」をやっていきたい。資料４の III．２につい

て、ＮＥＤＯベンチャー育成プログラムは上手くいっていると自負。市場創

出の観点で大企業のオープンイノベーションも重要。水を飲まない企業の経

営者に水を飲ませる、その重要さをＮＥＤＯに来て私も実感した。水を飲み

たいと思えるシステム作りをしたい。東京湾岸の話に関連しては、ＮＥＤＯ

は川崎市とも連携しており、地域密着型のＫ－ＮＩＣの取組に加え、水素プ

ロジェクトでも組んでいる。地域連携を広げることが重要。 

 

（小林委員）企業は儲からないものはやらない。ＮＥＤＯの人工光合成プロジェクト

は、7000万円で関連の先生も巻き込んだ。当時は、そもそも太陽電池を使っ

た水電解の方がいいか、あまり理論計算しないで始めた。民間企業としてコ

ミットしているカーボンリサイクルファンドが 21社でスタートした。民間も

ＳＤＧｓやＥＳＧ投資、ＴＣＦＤ含めて、儲ければいいという時代は終わっ

た。事業そのものを社会にどう還元できるかという意識は経営者の中にもか

なり全体的に変わってきた。社会全体をステークホルダーとして考えない

と、社会システムが崩壊するし、地球が崩壊する。これまでは炭素が人類を

幸せにしてきた。「脱炭素」、「低炭素」ではなく、「脱化石社会」ではない

か。社会的意味でＬＣＡは重要。カーボンプライシングの議論など、結果と

して消費者がどれくらい負担するか、それのベースになるのはＬＣＡ。デー

タはＩＣＣＡという団体でも集積している。カーボンファイバーは製造時に
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ＣＯ２を出すが車の軽量化に応用したときにＣＯ２排出量がどれだけ減るか

定量できている。どういうメカニズムでやるかを含めた議論をするべき。カ

ーボン出しているやつが悪いという議論ではない。経済がどうなるかも明確

にしないと。人類が生きていけないということも事実でそのバランスをどう

表現するかが一番のポイントになるのではないか。 

 

（久間委員）日本企業はもっと予算を使って挑戦的な研究開発をやるべき。できるだ

け早い時期から、産学官プロジェクトに企業が自らの予算をもって参画する

仕組みが必要。多少なりとも自ら予算を出さないと本気にならない。環境エ

ネルギー分野は実用化に時間がかかる上、投資が巨額なので、投資回収の期

待値を高める仕組みが必要。ＴＣＦＤの最終報告書では、気候変動対応を経

営戦略に織り込む企業を支援するとしているが、これだけでは弱い。カーボ

ンリサイクルファンドのような新しい仕組みも重要だが、研究開発における

政府の財政面での支援に加え、実用時における政府のクレジット等、より大

きな支援策の提示により、ハイリスク・ハイリターンの破壊的イノベーショ

ンの創出にチャレンジする企業が増えることが期待されるし、ＥＳＧ投融資

を行う機関投資家や金融機関も増えることが期待できる。企業や投資家にと

って魅力的な政府の具体的な支援策と、研究開発状況の投資家への正しい情

報発信が重要である。 

 

（柏木委員）資料４III．の「社会実装」で２点コメントする。１）エネルギーはイン

フラを伴っているため、目的を持ってやらないと変わるものではない。最近

はＩｏＥ（インターネットオブエナジー）が脚光を浴びていてインフラ自体

が変わりつつあるという状況。オフグリッドも含めて変わりつつある。急速

に変化する可能性があるが、全体がすぐ変わるのはありえない。農水の北海

道カーボンネガティブアイランドや東京ベイなどの大きなテーマが大切。東

京ベイでは、周辺の工場からスマート化を進めないと民生は数が多い。東京

ベイそのものをスマート化していく。そうすると省庁連携も図れる。国内な

ら 10挙げるとかすれば、インフラを伴い急激な変化が難しいイノベーション

においても対応出来るのではないか。スマコミは４箇所だけで３．１１後で

440億円投入した。補助金終了後、自発的にスマートハウスが建っているか

というと、補助金範囲内で終了している。工場でやればコストが違う。振り

返ればそっちが重要だったか。福島のスマコミ構想にはつながった。だが、

日本全体に浸透しているとは思えない。産業部門中心に、大きなテーマをあ

げることが社会実装のための第 1歩。２）助成金の使い方。単年度主義は理

解した上で、０になることはないとすれば 10％はファンドで持って行くと

か、その一つとして、目利きの人たちを集めて分野で登録して、ベンチャー

にプレゼンさせてストックマーケットに投資させる、10年は売らない、そう

いう方法もある。目利きの 70歳のファンドマネージャもいる。公共財は公共

財ということよりも、エネルギー分野は民間資金循環の方向性に持って行く

ことも重要なのではないか。 

 

（森委員） 経産省、ＮＥＤＯプロ評価に参加してきたが、死の谷がなかなか乗り越

えられない。実装の際には事業として独立しなければならず、その谷をどう

乗り越えるかが鍵。そのためには成功例と、外国に先を越された例を精査し

て、何が日本に必要か調べることが必要なのではないか。２点目。クラウド
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ファンディング、マイクロファンディングという仕組みもできてきている。

国から資金もらって、次のステージでは、ものによってはクラウドファンデ

ィングで企業から資金提供いただく仕組みを検討すべき。風力や太陽光は大

規模になるが、アイディア的なものは製品化の道はあるのではないか。農水

分野でも、バイオマスタウン参加したときに、小さいところで工夫されてい

る事業者を見た。 

 

（浅野委員（代理：根本））社会実装について、電力エネルギー分野の話をすると産業

構造が変化している。従来はインフラ設備、情報通信、金融サービス。再エ

ネ社会実装の上ではセクターカップリングが重要。すでにある技術を活用す

るが、交通整理は必要。ＩｏＴが一つのイノベーションのベースになるとい

うことをご検討頂きたい。分散型に導入する場合、ＶＰＰ実証は非常に重要

な取組で更なる管理システム等のシステム構築も需要。社会実装のための電

化促進。エレクトロヒートセンターでは産業電化を促進している。産業の熱

電転換は個別対応が必要であり、人手も時間もかかる。2050年を考えると電

源は果たして需要があって電化できるかは不安。場合に依ってはメタネーシ

ョン等、複合的に転換していかなければならない。産業構造の変化。電化と

いうと系統電力と自家消費としての２つがある。電化推進の上で、民間のど

の部門が促進していくのかということを考える必要がある。従来は電力会社

の小売り部門が電化促進していた。必ずしも電化のモチベーションがある訳

ではない。流通部門の電化はまだ必要。建造物はロックインがあるので、今

造ると 2080年まで使うことになる。産業構造の変化を踏まえて電化を考える

必要がある。 

 

（生川委員）森委員の死の谷の言及について同感。これまでの延長線上にないイノベ

ーション推進のための仕掛け作りが重要。革新的な技術の創出・社会実装は

個々に実施をしてきたところだが、関係省庁連携のもとで、円滑な体制作り

が重要と考えている。文科省ではＪＳＴ－ＮＥＤＯで先行しているワークシ

ョップをやっているが、これを発展させて、各省庁が関係する一つの目標の

もと、基礎研究から実用化まで切れ目のなく橋渡しする研究支援が重要。文

科省も努力を続けて参りたい。戦略取りまとめに勘案頂き検討頂きたい。 

 

（高橋委員（代理：平井））千葉停電の復旧、ご不便に対しお詫び申し上げる。エネル

ギーに関係する投資については様々な側面でのコメントがあった。まさにカ

ーボンリサイクルファンドを代表として、ＩＮＰＥＸが自分のガス田でメタ

ネーションを進めるという機運が高まっている。来週は世界で初めてカーボ

ンリサイクル分野の産学官国際会議を開催する。来週 25日に海外との共同研

究開発拠点整備に関する会議を行い、国際的な気運をどう高めるかを議論し

て次につなげる。世界の企業の活動がＳＤＧｓの盛り上がりなどとともに変

わってきている。企業のマインドも変わっていると期待している。民間のお

金がどう回るかは注目。2050 年を見据えエネルギー投資促進・技術開発を考

えると 2050年は間近。水素の技術開発は長く、燃料電池以外もどう製品化し

ていくかは大きなテーマ。水素は今年３月に戦略ロードマップを策定した。

そのうち 10項目をピックアップした技術戦略を今日発表する。水素の閣僚会

議は２回目だが肌感覚として閣僚の方々の反応が変わってきている印象。更

に、オイルメジャーはじめ民間企業も、非常に関心を示しているという点で
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も大きく変わったという印象。どのように社会実装するかは閣僚が集まる所

以でもある。原子炉のアプローチで水素を深く考えており、日本の原子炉に

ついても留意しておかなければならない。安全性信頼性を第一に、原子力イ

ノベーションイニシアティブも進めている。 

 

（山地座長）資料４の骨格は異論がなさそう。社会実装につなげる仕掛けは、研究開

発や新しいシーズ発掘の意見が多かった。 

 

４．とりまとめの方針（概要案）についての議論 

（事務局）革新的環境イノベーション戦略（提言）に盛り込むべき事項（案）（資料

５）について説明 

 

○委員からのコメント 

（森委員）盛り込むべき項目は網羅されている。個別ではなく総合化の視点、システ

ム的導入の観点。革新的な技術を結びつけることでどういう姿になるかのビ

ジョンを戦略に盛り込むべき。そのほか、削減ターゲットはコストの明示が

大事だが、その先の展望も入れてほしい。開発の次の段階（死の谷）をどの

ように乗り越えるか。何が必要かという議論を今からしていかなければなら

い。 

 

（濵口委員（代理：佐伯））強調したいのは、研究開発の段階でも横割り的な取り組み

が必要。人材育成が重要。次の世代を育てなくてはいけない。また、プラッ

トフォームの構築は、実装段階だけでなく、研究でも重要。拠点という意味

では同じだがマネジメント、器があれば成果が挙げられるということもあ

る、その点についてご議論頂きたい。社会実装の中で、モデル地域の中では

全体のデザインが重要。ビジョナリストは多くはないと思うが、地域のこと

を把握し技術を俯瞰する力が必要になるのでは。濱口委員からのコメント

で、細部ではあるが、エネルギーキャリアのところに水素に加えてメタンや

アンモニアの記載も検討して欲しい。 

 

（橋本委員）プラットフォームは重要だと考えているが、拠点を作ればプラットフォ

ームになるわけではない。資料５の１）２.削減ターゲットにこの機会にＬＣ

Ａを入れたらどうか。10数年前にＩＣＰに入れようとしてヨーロッパにはね

られた。ＬＣＡは日本が強い。今回、日本が主導してやるという点で、ＣＯ

２削減コストだけではなく、ＬＣＡを入れて正面からやっていくということ

は戦略として良いのではないか。化学工業会が計算している。資料５の２）

３．は「実現まで長期間を要しリスクが高いこと」という視点だと 2050年は

そんな先ではないので間違ったメッセージになる。その辺りの感覚は必要だ

がこのままではまずい。幅広にやるということではなく、我が国が主導して

やることを選択すべきで、リスクが高いことを要件とすることはまずい。 

 

（小林委員）2050年を最終にみるとすると、ＬＣＡのデータベースをきちんと整備す

る作業が不可欠。データに則ったものにどう結びつけて行くか。10 数年前か

ら、ＩＣＣＡなりマッキンゼーなりがデータを持っているので、ファクトサ

イエンスをやるということが必要。加えて、ＬＣＡはブロックチェーンのテ

クノロジーを使ってどうシステム化するかが重要。 
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（久間委員）資料５について、農林業からのＧＨＧ排出は世界的には 24％（日本は

４％）。日本が先行開発している排出削減技術で世界的に貢献する戦略が必

要。政策イノベーションについて省庁連携、ファンディングエージェンシー

間の連携、産学官連携を強化するための仕組み作りを項目として追加しては

どうか。それぞれの基盤技術を使い合う縦連携と、横連携に本気で取り組ま

ないと日本はだめになる。 

 

（柏木委員）異論はないが、ＮＥＳＴＩ2050 にはエネルギーシステム統合技術を入れ

ている。革新的技術の個別導入だけでなく、ＩＣＴでデマンドレスポンスを

含めて全体をマネジメント。ビックデータ、ＡＩ、ＩｏＴ、今はＩｏＥ。サ

ポートする個別技術として、パワエレ、センサー、多目的超電導（システム

コア技術）、エネルギー、電気、熱、ＣＯ２などの技術で７つ入れている。シ

ステムオブシステムズからコアテク、個々の分野別の技術で、踏襲すべき話

ではないか。原子力は入っていなかった。良いところを取り入れベースにす

れば良い。 

 

（石塚委員）ＮＥＤＯで検討中の持続可能な循環型社会にむけた総合戦略において、

どの技術で、誰が、いつまでに、どれくらいのコストで、温室効果ガスを削

減できるかを定量的に試算しているので、提供させて頂きたい。とりまとめ

方針は、全体的によくまとまっており、特に、世界全体の温室効果ガス排出

削減に貢献する戦略とする点は、地球温暖化問題は１国だけで解決できるも

のではなく、ＮＥＤＯの思いと同じであり感謝。 

 

（浅野委員（代理：根本））技術分野は橋本先生のカテゴライズで焦点は絞れる。エネ

ルギーマネジメントは、ＶＰＰだけでなくＤＲＭＳなども入れてほしい。レ

ジリエンス的な観点からも、システム的なキーワードを入れていただいた方

が良い。 

 

（山地座長）構成は特に異論なし。世界全体の削減ターゲットについては、バリュー

チェーンを通した日本の国際貢献が見えるように評価することが重要。３．

は色々ご意見があるが網羅的にカバーされている。エネルギーシステム統

合、社会システム統合といったＳｏｃｉｅｔｙ５．０の話は、なかなか位置

づけにくい。省エネも材料から始まり建築住宅、そこは工夫が必要。具体的

にコメント頂いたのでブラッシュアップを事務局にお願いしたい。 

 

（飯田委員）2050年 80％削減の実現は簡単ではないが、９月のカーボンリサイクル・

水素の会議、10月のＴＣＦＤサミット、ＩＣＥＦ、ＲＤ20 等の場を通じて世

界の産業界、金融界等に我が国の取組を示していきたい。今回の議論を通じ

て、実現に向けた具体的なアクションプランを作る必要があるが、成果が出

るまでには時間が掛かる。全てうまくいかないかも知れない中で、時間はか

かるが粘り強く最後まで取り組めるかは極めて重要なこと。過去の「サンシ

ャイン計画」もそうだが、長い間投資することを明確に示さないと研究者も

腰を据えて取り組めない。また、開発テーマだけしか示さないとインパクト

が分からない。開発の結果期待される成果の定量化も必要。カーボンリサイ

クルファンドも大変に素晴らしい取組。企業が積極的に取り組むにはステー
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クホルダーの理解も必要となるので、ＴＣＦＤの枠組みを活用してイノベー

ションに取り組むことが企業のインセンティブになる仕組みを、国を挙げて

しっかりと作っていきたい。ＬＣＡはエネルギー・環境技術のポテンシャ

ル・実用化評価検討会でも重要であると指摘されており、今回の検討に当た

ってしっかり取り入れて評価できる形にしたいと思っている。具体案を示し

たい。 

 

（事 務 局）本日欠席している関根委員からコメントを預かっているため、事務局か

ら紹介する。 

    とりまとめ案を拝見し、うまくまとまっていると感じた。一つ提言申し上げ

るとすれば、現在の施策は各論の積み上げ的に見える点が気になる。ＥＵで

は、2050年をターゲットとした場合に、全体としてどこをどう減らすことが

重要かの指差しを、シナリオを作成して公開している。現在の我が国は、毎

年 20ＥＪ程度の一次エネルギーを消費し、燃料として３割程度、発電として

半分弱、残り１割強を鉄鋼（コークス）と化学（オレフィン・ＢＴＸ）に持

ち込んでいる。二酸化炭素を８割削減するということは、化石資源消費を８

割減らすということにほぼ近い。どのセクターからどのようにして減らすこ

とで８割減が達成できるかの方策を、シナリオとして提示することができれ

ば、社会や研究者はそこに向かって進んでいくことができる。一例として、

燃料はＣＣＵで代替、発電は再エネ＋調整力としてのＣＣＵ火力、化学はＣ

ＣＵ、製鉄はＣＣＵ＋ＭＩＤＲＥＸ＋電炉、など。これだけの量の化石資源

消費を、出口としての生活の質を変えずに、８割近く減らすためには、どう

いう技術をどこのセクターにどのように導入すればよいかのグランドデザイ

ンが必要と考える。 
 

５．今後の進め方 

（事 務 局）資料６に基づき、検討会の今後の進め方について説明。 

 

以上 


